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★法改正情報は「サイバーブックストア」で!!★

マンション管理士・管理業務主任者本試験は、例年４月１日現在施
行されている法令等に基づいて出題されます。本書刊行後に施行が
判明した法改正情報については、『法律改正点レジュメ』を2025年９
月中旬より、TAC出版ウェブページ「サイバーブックストア」内で無
料公開いたします（パスワードの入力が必要です）。
【『法律改正点レジュメ』ご確認方法】
・ TAC　出版 で検索し、TAC出版ウェブページ「サイバーブックスト
ア」へアクセス！
・ 「各種サービス」より「書籍連動ダウンロードサービス」を選択し、
「マンション管理士・管理業務主任者　法律改正点レジュメ」に進み、
パスワードを入力してください。
パスワード：
公開期限：2025年度管理業務主任者本試験終了まで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　簡単アクセスはこちらから →



はじめに
管理業務主任者試験は，ここ数年難易度が上昇傾向にあり，

十分な受験対策をしていないと合格することが難しい試験とな
っています。この試験に合格するために必要不可欠となるの
が，過去に出題された本試験の問題（過去問）の内容を十分検
討し，きちんと理解しておくことです。

本書は，当試験の創設以降24年分のすべての過去問から直
近の出題傾向に基づいて重要問題を厳選し，簡潔でわかりやす
い解説を加え，一問一答形式に編集した問題集です。本書を繰
り返し利用されることで，合格に必要な知識を，短期間で効率
良くマスターしていただくことができます。

本書を手にされた皆さんが，合格の栄冠を勝ち取られ，管理
業務主任者としてご活躍されることを願ってやみません。

2025年2月
TAC管理業務主任者講座
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 HECK POINTHECK POINTC
全範囲を網羅的に学習する必要がある。類似の問題が出題されるので，過去問の演
習が最も効果的。繰り返し解いて正確な知識を身につけよう。

マンション管理適正化法

1　総則
２人以上の区分所有者が居住している専有部分のある建物およ
びその敷地のほかに，駐車場，ごみ集積所等の附属施設もマン
ションに含まれる。

二以上の区分所有者が存在し居住の用に供されている建物で，
居住している者がすべて賃借人である建物とその敷地および附
属施設は，マンションに該当する。

二以上の区分所有者が存在し，事務所および店舗の用にのみ供
されている建物は，マンションに該当する。

二以上の区分所有者が居住の用に供する建物を含む５棟の建物
の所有者の共有に属する一団地内の土地および附属施設は，マ
ンションに該当する。

重要度  S★★★

問 1

重要度  S★★★

問 2

重要度 A

問 3

重要度  S★★★

問 4

「マンション」とは，次のものをいう（マンション管理適正化
法２条１号）。
①　二以上の区分所有者が存し，かつ，人の居住の用に供
する専有部分がある建物と，その敷地・附属施設（駐車
場・ごみ集積所等）
②　一団地内の土地・附属施設が上記①の建物を含む数棟
の建物の所有者の共有に属する場合の，その団地内の土
地・附属施設

つまり，建物だけではなく，敷地や附属施設も「マンション」
である。

実際に居住している者がすべて賃借人であっても，二以上の区
分所有者が存在し，居住の用に供されているのであれば，建物
とその敷地および附属施設は「マンション」である。

二以上の区分所有者が存在しても，すべて事務所および店舗の
用にのみ供されていて，１戸も居住の用に供されていない建物
は，「マンション」ではない。

一団地内の土地・附属施設が「マンション」を含む数棟の建物
の所有者の共有に属する場合の，その団地内の土地・附属施設
も「マンション」である。二以上の区分所有者が居住の用に供
する建物は「マンション」なので，それを含む５棟の建物の所
有者の共有に属する一団地内の土地および附属施設も「マンシ
ョン」である。

［H26］

答 1

［H16］

答 2

全戸を１人で所有し，各戸を居住用としてそれぞれ異なる
人に賃貸しても，その建物は「マンション」ではない（二以上の区分所
有者が存在しないため）。

比較しよう！

［H20］

答 3

［H16］

答 4
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答 3

［H16］

答 4228
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［H20］

答 3

［H16］

答 4

過去23年分（2001 ～ 2023年度）
の全出題問題から頻出かつ重要な
1000肢を厳選，インプット学習に
便利な○×形式で収録しました。この
１冊で合格のための基礎知識は，ばっ
ちりカバーできます。

間 違 っ た ら 必 ず
「レ」印をつけて
おきましょう。弱
点のチェックと試
験直前の補強に役
立ちます。

１問ごとに４段階で「重要度」を表示しています。
重要度Ｓ★★★ 今年の出題が予想される最重要事項です！
重要度Ａ　 過去に３回以上の出題実績がある頻出事項，もしくは２回

の出題でも絶対押さえておくべき基本事項です。
重要度Ｂ　 過去２回の出題がある，もしくは１回の出題でもきちんと

押さえておくべき事項です。
重要度Ｃ　 過去１回のみの出題ですが，今後も出題される可能性のあ

る事項です。
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 HECK POINTHECK POINTC
全範囲を網羅的に学習する必要がある。類似の問題が出題されるので，過去
問の演習が最も効果的。繰り返し解いて正確な知識を身につけよう。

品確法の「新築住宅」とは，新たに建築された住宅で，
まだ人の居住の用に供したことのないものであり，建設
工事完了の日から起算して１年を経過していないものを
いう（品確法２条２項）。

実際に居住している者がすべて賃借人であっても，二以
上の区分所有者が存在し，居住の用に供されているので
あれば，建物とその敷地および附属施設は「マンショ
ン」である。

二以上の区分所有者が存在しても，すべて事務所および
店舗の用にのみ供されていて，一戸も居住の用に供され
ていない建物は，「マンション」ではない。

［H16］

答 1

品確法の「新築住宅」には，一戸建住宅だけではな
く，マンションも含まれる。
ココも注意！

［H16］

答 2

全戸を１人で所有し，各戸を居住用としてそれぞれ
異なる人に賃貸しても，その建物は「マンション」ではない（二
以上の区分所有者が存在しないため）。

比較しよう！

［H20］

答 3

173

第
５
章
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規約共用部分の登記をすることもできるし，団地共用部
分の登記をすることもできる（不動産登記法44条１項６
号）。

区分建物が属する一棟の建物が新築された場合における
当該区分建物についての表題登記の申請は，当該新築さ
れた一棟の建物に属する他の区分建物についての表題登
記の申請と併せてしなければならない（48条１項）。

権利に関する登記の申請は，法令に別段の定めがある場
合を除き，登記権利者および登記義務者が共同してしな
ければならない（60条）。

権利に関する登記を申請する場合，登記原因証書がない
場合の申請書副本制度は，平成17年の不動産登記法の改
正により廃止された。

区分建物にあっては，表題部所有者から所有権を取得し
た者も，直接自己名義で所有権保存登記を申請すること
ができる（74条２項）。

建物の床面積は，区分建物にあっては，壁その他の区画
の内側線で囲まれた部分の水平投影面積により算出する
（規則115条）。

［H15］

答 6

［H25］

答 7

［H23］

答 8

［H23］

答 9

権利に関する登記を申請する場合，原則として，そ
の申請情報と併せて登記原因を証する情報（登記原因証明情報）
を提供しなければならない（61条）。

ココも注意！

［H21］

答 10

［H23］

答 11

1回目 2回目 3回目

/11 /11/11　月　日： 　月　日： 　月　日：

その章で着目すべき論点を簡潔にまとめて
います。問題にチャレンジする前に一読す
ると理解がスムーズです。

ポイントをしっかりまとめた簡潔な解説です。特に
重要なキーワードや暗記すべき数字は赤ゴシックで
表記しています。赤シートをかぶせれば，そのまま

「穴埋め問題」として利用できます。

「出題年度」を表示
しています。

付属の赤シ
ートで正解
を隠してチ
ャレンジし
ましょう。

設問に関連
する知識を
まとめてい
ます。

学習の進捗
と達成度を
記録してお
きましょう。

設問と対比
させて覚え
ておきたい
重要ポイン
トです。

※図は，いずれも作成サンプルです。



目次

（6）

はじめに　（3）
本書の効果的な利用法　（4）
管理業務主任者試験 受験ガイダンス　（9）

第１編　民法・区分所有法等
第１章	 民法 175問  �  2

1 制限行為能力者等　2	 2 意思表示等　6

3 代理　10	 4 時効　16

5 共有等　22	 6 抵当権・先取特権等　28

7 債務不履行　34	 8 多数当事者の債権債務関係等　40

9 債権譲渡・債権の消滅　44	 10 契約等　46

11 売買契約　48	 12 その他の契約　52

13 不法行為等　64	 14 相続　72

第２章　借地借家法 15問  �  78

第３章　�区分所有法・建替え等円滑化法・被災区分所有法	
 　　　　　　　　　   �  86

1 総則　86	 2 共用部分等　96

3 敷地利用権　102	 4 管理者　104

5 管理組合法人　108	 6 規約および集会　118

7 義務違反者に対する措置　136	 8 復旧・建替え　138

9 団地　144	 10 罰則　148

11 建替え等円滑化法・被災区分所有法　150

154問



Co n t e n t s

（7）

第２編　マンション標準管理規約・管理事務に関する諸法令
第４章　マンション標準管理規約  　　   �  160

1 総則・専有部分の範囲　160	 2 用法　164

3 管理　170	 4 管理組合　184

5 会計　212	 6 雑則　220

7 団地型　220	 8 複合用途型　224

第５章	 不動産登記法 11問  �  226

第６章	 宅地建物取引業法 28問  �  230

第７章	 住宅品質確保法 12問  �  244

第８章	 アフターサービス 7問  �  250

第９章	 消費者契約法 9問  �  254

第10章	 個人情報保護法 9問  �  258

第３編　マンション管理適正化法・マンション標準管理委託契約書等
第11章	 マンション管理適正化法 97問  �  264

1 総則　264	 2 管理業務主任者　268

3 マンション管理業者　276

4 マンション管理適正化基本方針　300

第12章	 マンション標準管理委託契約書 82問  �  310

第13章	 管理組合の会計等 49問  �  346

1 管理組合会計の特徴　346	 2 滞納管理費等の処理　348

3 管理組合の税務　356	 4 地震保険　362

159問



目次

（8）

第４編　建物および設備の維持保全・関連諸法令
第14章　建築基準法等 114問  �  366

1 建築基準法　366	 2 耐震改修法　398

3 省エネルギー法　400	 4 バリアフリー法　400

5 警備業法・自動車保管法等　402	 6 賃貸住宅管理業法　406

第15章	 設備・構造 158問  �  412

1 エレベーター設備　412	 2 消防法・消防用設備等　416

3 水道法・給水設備　424	 4 排水設備・浄化槽法　432

5 その他の設備　440	 6 建築構造の分類等　450

7 建築各部の構成　454	 8 建築材料　456

9 コンクリート　458

　
第16章	 維持・保全 73問  �  468

1 大規模修繕・長期修繕計画　468

2 長期修繕計画作成ガイドライン　468

3 修繕積立金ガイドライン　478

4 劣化症状・診断等　480� 5 防水・断熱・その他改修等　486



管理業務主任者試験 受験ガイダンス

（9）

■管理業務主任者試験の内容
試験内容（分野） 本書の該当章

①　管理事務の委託契約に関すること
　（民法，マンション標準管理委託契約書　等）

第1章・第２章・
第12章

②　管理組合の会計の収入および支出の調定
ならびに出納に関すること
　（簿記，財務諸表論　等）

第13章

③　建物および附属設備の維持または修繕に
関する企画または実施の調整に関すること
（建築物の構造・設備・維持保全に関する知識
等および建築基準法，水道法等関係法令　等）

第14章～第16章

④　マンションの管理の適正化の推進に関す
る法律に関すること
（マンション管理適正化法，マンション管理適
正化指針　等）

第11章

⑤　上記①～④のほか，管理事務の実施に関
すること
　（区分所有法，マンション標準管理規約　等）

第３章～第10章

受験ガイダンス

　管理業務主任者は，マンション等の管理の前提となる管理受託契
約にかかる重要事項の説明から，受託した管理業務の処理状況のチ
ェックやその報告まで，マンション管理のマネジメント業務全般を
担っており，事務所ごとに，30組合につき１名以上の設置が義務
付けられています。
　管理業務主任者となるには，管理業務主任者試験に合格し，管理
業務主任者証の交付を受ける必要があります。
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■試験実施時期　12月１日（日）（令和６年度の例）
■受験料　8,900円（令和６年度の例）
■試験機関　一般社団法人 マンション管理業協会
　　　　　　［TEL］ 03-3500-2721　 ［HP］ http://www.kanrikyo.or.jp

■ここ数年の受験傾向　受験申込者数はほぼ１万6,000 ～ 2万人，合格
点は32 ～ 38点，合格率は20％程度で，それぞれ推移しています。

［学習のポイント］

　本試験の出題内容は，マンション管理全般にわたるため広範囲で
すが，ある程度メリハリをつけて学習することが試験対策として効
率的です。具体的には，前出「管理業務主任者試験の内容」の表の
うち，本書の第１章～第13章に該当する①②④⑤をまず重点的に学
習して，しっかり得点を確保できるように準備しましょう。そし
て，本書の第14章～第16章に該当する③の分野は，毎年，事前準備
が不可能なほどの難問が出題されたりもするため，「基本事項や過
去問レベルの問題は落とさない」程度の習熟レベルを目指すこと
が，ムリなくムダなく，なるべく短期間で合格するためのコツとい
えるでしょう。

［各章の学習方法］

 第１章　民法 　例年８問程度の出題です。民法の基本的な理解がな
いと区分所有法等他の法律のマスターも困難ですので，ある程度時間
をかけて学習して“核”となる内容をしっかり理解することが肝要で
す。

 第２章　借地借家法 　例年１問程度の出題です。借地権については，
試験の性質上出題はほとんどなく，借家権に関するものが中心です。
民法の賃貸借との比較学習が大切です。

 第３章　区分所有法・建替え等円滑化法・被災区分所有法 　例年10問
程度は出題され，また，区分所有法は，民法や標準管理規約と絡めた

「複合問題」も多くみられる，マンション管理に関する最も基本的な
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法律です。難問は少ないものの細かい規定についても出題される可能
性が高いため，基本事項は繰り返し学習しておかなければなりませ
ん。建替え等円滑化法は，平成15～17，19，24，29，令和元，４，６
年に各１問出題されており，狙われるポイントはマンションの建替え
の主体である「建替組合」に集中していますが，「マンション敷地売
却決議」も注意しておきましょう。そして被災区分所有法は，平成19
年に１肢出題されたのみですが，区分所有法の「建替え決議」と比較
しながら，基本事項は押さえておきましょう。

 第４章　マンション標準管理規約 　区分所有法や民法との「複合問
題」を含めて，例年８問前後出題されています。標準管理規約は，区
分所有法と比較する視点をもって学習することが大切で，区分所有法
の内容を変更する規定と，標準管理規約特有の規定に注意しましょ
う。なお，条文だけではなく，「関係コメント」にもひととおり目を
通しておきましょう。

 第５章　不動産登記法 　平成15年に１肢，18，21，23，28，30，令和
２，６年に各１問出題されています。専門的で奥が深いので，受験対
策としては，あまり時間をかけずに，過去問で頻出の「登記の仕組み
と手続」と「区分所有建物の登記」を押さえておけば十分でしょう。

 第６章　宅地建物取引業法 　例年２問程度の出題です。その重要性か
ら，近年出題範囲が広がりつつある科目ですが，手を広げすぎずに，
過去に問われた内容をきちんと押さえておきましょう。

 第７章　住宅品質確保法 　平成13，14，16，18，19，22，28，29，令
和元，２，４，５年に各１問，平成15年には２問出題されています。

「住宅性能表示制度」「紛争処理」「瑕疵担保責任」の“３本柱”があり
ますが，民法の修正規定である「瑕疵担保責任」からの出題が多いこ
とが特徴です。

 第８章　アフターサービス 　近年は出題がありませんが，民法や宅建
業法，品確法との複合問題として出題されることがあります。

 第９章　消費者契約法 　平成17，18，23，26，28，30，令和３年に各
１問出題されました。「消費者契約の定義（消費者契約法の適用範
囲）」と「消費者契約の免責条項の無効」に関する基本事項を押さえ，
あまり学習に時間をかけないようにしましょう。
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 第10章　個人情報保護法 　 平 成17，20，22，25，27，30， 令 和 ２，
５年に各１問，令和元年に１肢出題されました。「用語の定義」と

「個人情報取扱事業者の義務」に関する基本事項が出題の中心ですの
で，そこに学習を絞りましょう。

 第11章　マンション管理適正化法 　「基本方針」を含めて例年５問出
題されます。網羅的な学習が必要ですが，難易度はそれほど高くはな
いので，ぜひとも満点を狙いたい科目です。

 第12章　マンション標準管理委託契約書 　例年３～４問の出題です。
試験では，条文だけではなく，管理委託契約の具体的内容を定めた

「別表」や「関係コメント」についても細かく問われています。本書
を解きながら内容をひととおり確認し，次にテキストの読み込みもし
てほしいところです。

 第13章　管理組合の会計等 　「会計の仕訳」に関する出題が２問，
「標準管理規約・委託契約書・適正化法等の会計関連の規定」が１問，
「税務」が１問，「管理費等の滞納処理に関する民事訴訟法等の知識」
が１問程度，それぞれ出題されるのが，ここ数年のパターンです。仕
訳で難問が出題される可能性もありますが，過去問の範囲をきっちり
押さえましょう。

　なお，「会計の仕訳」の問題は，一問一答という形式上，本書には掲
載しておりません。

 第14章　建築基準法等 　例年３問程度の出題ですが，建築関連の法
律（耐震改修法，バリアフリー法）から２問程度出題されることもあ
ります。技術的かつ詳細な知識が問われることもありますので，頻出
の過去問に関連する知識には，ひととおり目を通しておきましょう。

 第15章　設備・構造 　例年４問程度の出題です。細かい知識に関す
る出題が多いものの，基本事項や過去問に酷似した出題もよく見られ
るため，頻出である「エレベーター設備」「給排水設備」「消防用設備
等」については，必ず押さえておきましょう。

 第16章　維持・保全 　例年３問程度の出題です。マンションの劣化
症状やその診断・改修方法，長期修繕計画に関する事項等が主な内容
です。技術的な知識が必要ですが，過去問の範囲とその周辺の知識を
確実に押さえることに徹し，ムリをしないようにしましょう。
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第   1   章 民法

1　制限行為能力者等
公序良俗に反する事項を目的とする法律行為は，無効である。

未成年者が，マンションの専有部分をその区分所有者から賃借
した場合は，法定代理人の同意を得ているか否かにかかわら
ず，当該賃貸借契約を取り消すことができる。

成年被後見人であるＡは，あらかじめその後見人の同意を得る
ことにより，第三者との間で，Ａが所有し，居住しているマン
ションの一住戸のリフォーム工事に係る契約を有効に締結する
ことができる。

成年後見人が，成年被後見人に代わって，成年被後見人が所有
する居住の用に供するマンションの専有部分について抵当権を
設定する場合には，家庭裁判所の許可を得なければならない。

被保佐人が保佐人の同意を得ることなく当該被保佐人が所有す
るマンションの一住戸を売却した場合，当該売買契約を取り消
すことができる者は，被保佐人に限られている。

重要度 C

問 11

重要度 B

問 22

重要度 A

問 33

重要度  SS★★★

問 44

重要度 B

問 55
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HECK POINTHECK POINTC
近年出題範囲が広がりつつある分野だが，まずは本書収録の基本かつ頻出項目（意
思表示，時効，債務不履行，契約不適合責任，相続等）を，正確に押さえよう。

公序良俗に反する法律行為は，無効である（民法90条）。

未成年者が法律行為（契約等）をするには，原則として，その
法定代理人の同意を得なければならず，法定代理人の同意を得
ないでした法律行為は，取り消すことができる（５条１項・２
項）。

成年被後見人の法律行為は，日用品の購入その他日常生活に関
する行為を除いて取り消すことができる（９条）。つまり，成
年後見人の同意を得て行った法律行為（本問のリフォーム工事
に係る契約）であっても，取り消すことができる。

成年後見人は，成年被後見人に代わって，その居住の用に供す
る建物またはその敷地について，売却，賃貸，賃貸借の解除ま
たは抵当権の設定等の処分をするには，家庭裁判所の許可を得
なければならない（859条の３）。

被保佐人が，不動産その他重要な財産に関する売買契約等の権
利の得喪を目的とする行為をするには，その保佐人の同意を得
なければならない（13条１項３号）。したがって，保佐人の同
意を得ないでした本問の行為は，取り消すことができる（同４
項）。そして，取り消すことができるのは被保佐人に限られず，
被保佐人・保佐人・保佐開始の審判を取り消され行為能力者と
なった本人等である（120条１項）。

［H15］

答 11

「公序良俗（公の秩序・善良な風俗）」とは，社会の秩序や
一般的な道徳観念のことである。これに反する法律行為（契約）とは，
たとえば，殺人契約，過大な利息を取るような契約をいう。

ココも注意！

［H23］

答 22

［R5］

答 33

［H23］

答 44

［H28］

答 55
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被保佐人が，自己の所有するマンションの専有部分につき大修
繕のための請負契約を締結する場合には，保佐人の同意を得る
必要はない。

Aが被保佐人である場合に，家庭裁判所は，Aの請求により，
AのためにAが区分所有し，居住の用に供しているマンション
の区分所有権等の売買について保佐人に代理権を付与する旨の
審判をすることができる。

家庭裁判所が，被補助人であるＡの補助人の請求により，Ａが
所有し，居住しているマンションの一住戸の区分所有権を売却
することについてＡの補助人の同意を得なければならない旨の
審判をするためには，Ａの同意が必要である。

被保佐人が，保佐人の同意を得ることなく当該被保佐人が所有
するマンションの１住戸を売却した場合，相手方が被保佐人に
対し，１ヵ月以上の期間を定めて，保佐人の追認を得るべき旨
の催告をしたときは，相手方がその期間内に追認を得た旨の通
知を受けなくても，その行為を保佐人が追認したものとみなさ
れる。

被保佐人が，当該被保佐人が所有するマンションの１住戸を売
却する際に，自らが行為能力者であることを信じさせるため，
被保佐人であることを黙秘していたことが，他の言動などと相
まって，相手方を誤信させ，または誤信を強めたものと認めら
れる場合には，被保佐人はその行為を取り消すことができな
い。

重要度 B

問 66

重要度 A

問 77

重要度 C

問 88

重要度 C

問 99

重要度 C

問 1010
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被保佐人が新築，改築，増築または大修繕を目的とする請負契
約を締結するには，その保佐人の同意を得なければならない

（13条１項８号）。

家庭裁判所は，被保佐人本人および一定の者（配偶者，四親等
内の親族，検察官，保佐人，保佐監督人等）の請求によって，
被保佐人のために特定の法律行為について保佐人に代理権を付
与する旨の審判をすることができる（876条の４第１項）。

家庭裁判所は，被補助人本人，補助人等の請求により，被補助
人が特定の法律行為（本問の被補助人が所有する住戸の区分所
有権の売却）をするにはその補助人の同意を得なければならな
い旨の審判をすることができる（17条１項）。そして，この審
判の請求が本人以外の者によりなされた場合には，被補助人で
ある本人の同意が必要となる（同２項）。

被保佐人の契約の相手方は，被保佐人に対して１ヵ月以上の期
間を定めて，その期間内にその保佐人の追認を得るべき旨の催
告をすることができる。そして，被保佐人がその期間内にその
旨の通知を発しないときは，当該契約は取り消したものとみな
される（20条４項）。

制限行為能力者が行為能力者であることを信じさせるため詐術
を用いたときは，その行為を取り消すことができない（21条）。
そして，単に制限行為能力者であることを黙秘しているだけで
は詐術にあたらないが，黙秘していたことが，他の言動と相ま
って，相手方を誤信させ，または誤信を強めたものと認められ
る場合には詐術にあたり，被保佐人はその行為を取り消すこと
ができない（最判Ｓ44. ２.13）。

［H23］

答 66

［H17］

答 77

本人以外の者の請求によって代理権付与の審判をするに
は，本人の同意がなければならない（同２項）。
ココも注意！

［R5］

答 88

［H28］

答 99

［H28］

答 1010
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2　意思表示等
Ａが，所有権を移転する意思がないにもかかわらず，Ｂとの間
で，自己の所有するマンションの一住戸甲をＢに売却する旨の
契約を締結した場合に，Ｂがその真意を知り，または知ること
ができたときは，Ａは，Ｂに対して当該契約の無効を主張する
ことができる。

AB間の契約の締結に当たり，AB間で通謀虚偽表示があった
場合には，AB間の契約は無効であり，この無効は善意の第三
者に対抗することができる。

甲建物を所有するＡが，同建物をＢに売却する旨のＡＢ間の契
約を締結した。本件契約を締結するに当たり，Ｂが，甲建物を
乙建物であると誤認して買い受けた場合には，Ｂは，自らが甲
建物を乙建物であると思ったことについて重大な過失があると
きでも，Ｂに移転登記がなされていない限り，本件契約の取消
しを主張することができる。

重要度 B

問 1111

重要度  SS★★★

問 1212

重要度  SS★★★

問 1313
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Ａは，所有権を移転する意思がないにもかかわらず，Ｂと売買
契約を締結しているので，Ａの意思表示は心裡留保である。心
裡留保による意思表示は，原則として，有効であるが（93条１
項），相手方がその意思表示が表意者の真意ではないことを知
り（悪意），または知ることができたとき（善意有過失）は，
その意思表示は無効となる（同ただし書）。

相手方と通じてした虚偽の意思表示は，無効とする（94条１
項）。そして，この意思表示の無効は，善意の第三者に対抗

（主張）することができない（同２項）。

①意思表示に対応する意思を欠く錯誤（表示の錯誤），または
②表意者が法律行為の基礎とした事情についてのその認識が真
実に反する錯誤（動機の錯誤）は，その錯誤が法律行為の目的
および取引上の社会通念に照らして重要なものであるとき（重
要な錯誤）は，取り消すことができる（95条１項）。ただし，
錯誤が表意者の重大な過失（重過失）によるものであった場合
には，原則として取り消すことができず，例外として，①相手
方が表意者に錯誤があることを知り（悪意），または重大な過
失によって知らなかったとき（善意重過失），②相手方が表意
者と同一の錯誤に陥っていたときは，重過失があっても取り消
すことができる（同３項）。本問の目的物の誤認は「①意思表
示に対応する意思を欠く錯誤」であり，その誤認は法律行為の
重要な錯誤であるが，表意者であるＢに重大な過失があるの
で，Ｂは，登記の有無を問わず，取消しを主張することができ
ない。

［R3］

答 1111

［H17］

答 1212

この場合，第三者は善意であればよく，その事情を知らな
いことに過失があっても，Ａは，Ｃに対して無効を対抗することができ
ない（大判Ｓ12. ８.10）。

ココも注意！

［H26］

答 1313

錯誤による意思表示の取消しは，善意無過失の第三者に対
抗することができない（同４項）。
ココも注意！
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Ａが，Ｂの詐欺を理由として，Ａの所有するマンションの一住
戸甲をＢに売却する旨の契約を取り消した場合に，Ａの取消し
前に，Ｂが，その事情を知らず，かつその事情を知らないこと
について過失のある第三者Ｃに甲を転売していたときは，Ａ
は，Ｃに対して取消しの効果を主張することができない。

マンションのA管理組合とBマンション管理業者との間で管理
委託契約が締結された場合，管理委託契約が，第三者CのAに
対する詐欺によってなされたときには，Bは，契約を取り消す
ことができる。

AB間の契約の締結に当たり，Aが第三者から強迫を受けた場
合には，Aは，その契約締結の意思表示を取り消すことができ
る。

マンションの管理組合Aが，管理委託契約を締結しているマン
ション管理業者Bに対して，郵便により，ある事項についての
意思表示を通知した場合において，意思表示を通知したAの理
事長（管理者）が，通知を発した後に死亡したときであって
も，その意思表示の効力は失われない。

ＡＢ間の売買契約を，売主Ａが，買主Ｂの詐欺を理由として取
り消した場合においては，Ａの原状回復義務とＢの原状回復義
務とは同時履行の関係に立たない。

問 1414
重要度 A

重要度  SS★★★

問 1515

問 1616
重要度 A

問 1717
重要度 C

重要度 C

問 1818
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第
１
章　

民
法

詐欺による意思表示は，取り消すことができる（96条１項）。
しかし，その取消しは，その事情を知らず，かつその事情を知
らないことについて過失がない（善意無過失）取消し前の第三
者に対抗することができない（同３項）。Ｃは，取消し前の第
三者であるが，事情を知らないことに過失があるので，Ａは，
Ｃに対して取消し効果を主張することができる。

相手方に対する意思表示について第三者が詐欺を行った場合に
おいては，相手方がその事実を知り（悪意），または知ること
ができた（有過失）ときに限り，その意思表示を取り消すこと
ができる（96条２項）。この場合，取消権を有するのは，だま
されたAである（120条２項）。

強迫による意思表示は，取り消すことができる（96条１項）。
相手方に対する意思表示について第三者が強迫を行った場合，
相手方の善意・悪意にかかわらず，その意思表示を取り消すこ
とができる。

意思表示は，その通知が相手方に到達した時からその効力を生
ずる（97条１項）。しかし，表意者が通知を発した後に死亡し，
意思能力を喪失し，または行為能力の制限を受けたときであっ
ても，意思表示は，影響を受けず，到達により効力を生ずる

（同３項）。

取り消された行為は，初めから無効であったものとみなされ
（121条），両当事者は原状回復義務を負う（121条の２第２項）。
そして，売買契約が詐欺を理由として有効に取り消された場合
における当事者双方の原状回復義務は，公平の観点から同時履
行の関係に立つ（533条，最判Ｓ47.9.7）。

［R3］

答 1414

［H20］

答 1515

［H17］

答 1616

強迫による取消しは，取消前の善意無過失の第三者に対抗
することができる。
ココも注意！

［H24］

答 1717

［R1］

答 1818
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売主の詐欺によりマンションの１住戸の売買契約が締結された
場合，買主の意思表示の取消権は，追認をすることができる時
から５年間行使しないとき，また意思表示の時から20年を経
過したときは消滅する。

3　代理
マンションの管理組合Ａの管理者Ｂが，その職務に関し，Ｃ会
社との間で取引行為をした場合，Ｂが，Ａのためにすることを
示さないでした意思表示は，Ｃが，ＢがＡのためにすることを
知っていたときでも，Ｂがした意思表示の効果はＡに帰属する
ことはない。

行為能力者であるＡが，Ｃを代理人としてＡが所有するマンシ
ョンの一住戸甲を第三者に売却した場合に，代理行為の時にＣ
が被保佐人であったときは，Ａは，Ｃの制限行為能力を理由
に，甲の売買を取り消すことができる。

マンションの管理組合Aとマンション管理業者Bとの間で管理
委託契約が締結された。本件契約がAの管理者であるCの錯誤
に基づいて締結された場合には，Aは，Cに重大な過失がある
ときでも，同契約の取消しを主張することができる。

問 1919
重要度 B

重要度 C

問 2020

問 2121
重要度  SS★★★

問 2222
重要度 A
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